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事務執行概要
財務・免許グループ

　福利課を除く室内の予算執行、一般庶務及び教職員人件費予算の執行、義務教育費国庫負担金の収入に関する事務、そのほか他のグループに属さない事項の適正な執行に努めた。

１　教職員人件費予算に関する事務

(1) 予算編成

　　　市町村立の小学校・中学校及び高等学校の教職員並びに府立の高等学校及び支援学校の教職員に対する人件費予算を編成した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	教職員人事費(退職手当)
	7,418,627,000
	24,179,062,000
	25,650,170,000

	小学校費
	148,512,631,000
	143,215,499,000
	138,853,783,000

	中学校費
	81,947,568,000
	80,740,393,000
	79,145,184,000

	高等学校費
	79,068,124,000
	79,903,484,000
	71,501,047,000

	特別支援学校費
	45,529,248,000
	44,744,322,000
	44,132,214,000

	　　　合　　　計　　
	362,476,198,000
	372,782,760,000
	359,282,398,000


· 各学校費は報酬、給料、職員手当、共済費、旅費の計。

(2) 予算の配当及び執行管理
　　　教職員の人件費について、学校総務サービス課への予算所属替を行い、執行管理を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　○根拠法令

　　地方自治法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方財政法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　市町村立学校職員給与負担法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　府費負担教職員の人事行政事務に係る事務処理の特例に

関する条例
２　義務教育費国庫負担金に関する事務

国庫負担金の受入

義務教育費国庫負担金は義務教育の重要性に鑑み教育の機会均等及びその水準の維持向上を図るため、国が義務教育に必要な経費（給与費）の原則３分の１を負担することになっており、その交付状況は次のとおりである。

	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	令和４年度精算交付額
	令和３年度精算交付額
	令和２年度精算交付額

	△16,938,244円
	792,925,007円
	0円

	令和５年度概算交付額
	令和４年度概算交付額
	令和３年度概算交付額

	67,031,508,201円
	64,536,558,247円
	63,752,835,260円


○根拠法令　　義務教育費国庫負担法

３　在外教育施設派遣教員委託費の受入

在外教育施設における教員確保と教育指導の充実を図るため文部科学省が行う教員派遣事業に教員を派遣した都道府県に交付される下記委託費を受け入れた。

	令和５年度委託額
	令和４年度委託額
	令和３年度委託額

	396,495,260円　
	473,226,381円　
	492,630,115円　


４　青年海外協力隊派遣費の受入

　　政府開発援助事業の一環として独立行政法人国際協力機構が行う開発途上国へのボランティア派遣事業に教員を派遣した都道府県に支払われる下記人件費補てん金を受け入れた。
	令和５年度補てん金
	令和４年度補てん金
	令和３年度補てん金

	16,551,464円
	5,993,062円
	0円


５　教育職員免許状の授与等に関する事務

　　教育職員免許状の授与申請等に対し、法令の規定に基づき、次のとおり免許状の授与等を行い、所定の手数料を徴収した。

　　教育職員免許状の授与等の件数及び手数料収入の金額

	区　分
	令和５年度
	令和４年度
	令和３年度

	
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)
	件数(件)
	金額(円)

	普通免許状
	13,598
	51,056,800
	13,767
	51,637,200
	14,012
	52,633,200

	臨時免許状
	72
	288,000
	31
	124,000
	15
	60,000

	特別免許状
	17
	95,200
	6
	33,600
	12
	67,200

	書換・再交付
	1,676
	1,895,600
	1,342
	1,526,500
	1,403
	1,612,100

	授与証明
	2,232
	1,116,000
	2,383
	1,191,500
	3,308
	1,654,000

	計
	17,595
	54,451,600
	17,529
	54,512,800
	18,750
	56,026,500


○根拠法令

教育職員免許法

教育職員免許法施行令
教育職員免許法施行規則

大阪府教育行政事務手数料条例
６　免許法認定講習の開設

　　現職の教員等を対象に、二種免許状所持者が一種免許状を取得するために必要な単位や中学校技術の指導法の単位等を修得させることを目的とし、文部科学大臣の認定を受けて免許法認定講習を開設した。

○根拠法令

教育職員免許法

教育職員免許法施行規則
給与・企画グループ
１　給与制度に関する調査研究

　　国及び主要府県の教職員の給与制度、運用等に関する調査並びに本府教職員の給与制度検討資料を作成した。

２　給与諸基準の改正等

　　給与諸基準の改正にあたり、その原案の作成事務及び各任命権者、人事委員会等との連絡　　調整を行った。改正された主な給与諸基準は次のとおり。
〇職員の給与に関する条例
○職員の退職手当に関する条例

○技能労務職員の給与の種類及び基準に関する条例
○非常勤職員の報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例
〇職員の給料に関する規則
〇職員の期末手当及び勤勉手当に関する規則
〇府立学校技能労務職員の給与に関する規則
〇非常勤講師の報酬支給要領
○特別退職措置要綱（廃止）

３　教職員の評価・育成システムの実施

　　全ての教職員を対象に規則に基づき教職員の評価・育成システムを実施した。

○根拠法令

地方公務員法

地方教育行政の組織及び運営に関する法律

大阪府職員基本条例
大阪府立学校条例

府費負担教職員の評価・育成システムの実施に関する規則

大阪府立学校の職員の評価・育成システムの実施に関する規則

労務・働き方改革推進グループ
１　教職員の勤務条件について

　　教職員の勤務時間、休日、休暇等について

　　　府立学校の教職員にあっては校長・准校長、市町村立学校の教職員にあっては市町村教育委員会を通じて、周知を図るとともに指導した。

○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　地方教育行政の組織及び運営に関する法律

　　　　　　　　　　　　　　教育公務員特例法

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員の育児休業等に関する法律

公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法

　　　　　　　　　　　　　　職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例

２　教職員団体について
教職員団体専従休職者数（令和5年5月1日現在）

	府　立　学　校
	市町村立学校※
	計

	　６
	　9
	　15


　　※政令指定都市、豊能地区を除く

○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　地方公務員法

　　　　　　　　　　　　　　職員団体の登録に関する条例

　　　　　　　　　　　　　　職員団体のための職員の行為の制限の特例に関する条例

　　　　　　　　　　　　　　管理職員等の範囲を定める規則

　　　　　　　　　　　　　　職員が職員団体の役員として専ら従事することができる期間の特例に関する規則
３　教職員の働き方改革の推進について
　　教職員の長時間勤務の縮減と負担軽減に取り組んだ。
　　年間時間外在校等時間/人（令和4年度～令和5年度）
	
	令和４年度
	令和５年度

	全体
	337.1時間
	308.1時間

	全日制
	416.0時間
	383.8時間

	定時・通信制
	162.6時間
	153.6時間

	支援学校
	230.5時間
	208.8時間


○根拠法令

　　　　　　　　　　　　　　公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法
　　　　　　　　　　　　　　教育職員の業務量の適切な管理等に関する指針
　　　　　　　　　　　　　　府立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則
　　　　　　　　　　　　　　府立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する要綱
